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この度，平成１９事業年度の決算作業を終え，６月末に財務諸表に独立監査人の監査報告書，監事
の意見書 決算報告書 事業報告書を添付し 文部科学大臣に承認申請するとともに 本日その全文

学内及び学外の皆様へ

の意見書，決算報告書，事業報告書を添付し，文部科学大臣に承認申請するとともに，本日その全文

をＨＰに掲載いたしました。

決算の概要を別添のとおりまとめましたのでお知らせいたします。

運営費交付金は効率化係数の影響により２千７百万円の減額が課されましたが，財産貸付料収益
等の自己収入の増，受託研究等収益，財務収益その他雑収益の増及び一般管理費の節減に努めた
結果，当期の総利益が約２億９千万円と過去最高益を得ることができましした。当期総利益につきまし
ては 文部科学大臣の承認を得て目的積立金とした後 教育環境の整備 研究環境の整備など 教育ては，文部科学大臣の承認を得て目的積立金とした後，教育環境の整備，研究環境の整備など，教育
研究の質の向上及び組織運営の改善のために有効活用をしていきます。

平成１９事業年度の決算要旨は，以下のとおりです。

① 平成１９事業年度末資産は，約１６３億９千５百万円であり，うち約１４８億６千５百万円（９１％）が

土地，建物，教育研究用機器などの有形固定資産となっております。

② 負債は，約２７億２千万円，純資産は約１３６億７千５百万円（内訳は，資本金が約１４５億２千５百

万円，資本剰余金が約△１６億７千８百万円，利益剰余金は約８億２千７百万円となっております。

（政府出資金約１４５億２千５百万円に掛かる減価償却相当額は，損益外減価償却額として資本

剰余金と相殺する仕組みになっています。）

③ 経常収益は約４６億２千５百万，経常費用は約４３億６千万円，経常利益は２億６千５百万円，当

期総利益約２億９千１百万円となっています。

財政的には厳しいものがありますが 一層 教育環境や福利厚生の向上と地域社会への貢献に資財政的には厳しいものがありますが，一層，教育環境や福利厚生の向上と地域社会への貢献に資

するとともに，経費の節減，人件費の抑制等に努めて参ります。地域の皆様，卒業生・修了生の皆様

におかれましては，地域と共に歩む本学に対してより一層のご理解とご支援を心よりお願い申し上げ

ます。

なお，この報告書内の数字は，千円未満を切り捨てているため，その合計額が一致しない場合があ
ります。

国立大学法人上越教育大学

－１－
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平成19年度決算について
効率化係数による運営費交付金の削減など厳しい状況の中，授業料収入の増，財務収益の増等により，費用，収

財務諸表 科 目 平成18年度 平成19年度 増減額

資 産 １６，４７０，９７２ １６，３９４，４１５ －７６，５５７

益とも昨年度に比し，2億円前後を超える決算となりました。

また，光熱水料等の節減，管理運営等の既定経費の見直し等を進めた結果，約2億9千万円の利益を計上し，目

的積立金として文部科学大臣に承認申請いたします。
（単位：千円）

貸借対照表 負 債 ２，７８２，６７７ ２，７１９，２３６ －６３，４４１

純資産 １３，６８８，２９５ １３，６７５，１７８ －１３，１１７

費 用 ４，１６１，９３４ ４，３６０，０４０ １９８，１０６

（内，経常費用） ４，１５３，１８６ ４，３６０，０４０ ２０６，８５４

収 益 ４，３８１，８０５ ４，６２５，４４０ ２４３，６３５

大学の資産
状態

損益計算書
（内，経常利益） ４，３７３，９５９ ４，６２５，４４０ ２５１，４８１

目的積立金取
崩額

２１，１００ ２６，２４４ ５，１４４

損 益 ２４０，９７２ ２９１，６４５ ５０，６７３

目的積立金承
２４０ ９７２ ２７８ ９６６ ３７ ９９４

大学の業務
活動

認（申請）額
２４０，９７２ ２７８，９６６ ３７，９９４

キャッシュフ
ロー計算書

業務活動費 ４５６，９４９ １５５，２５５ －３０１，６９４

投資活動 －１２３，８４６ －１８５，０４７ ６１，２０１

財務活動 ０ －５３，３９９ －５３，３９９

資金期首残高 ９０７，７４１ １，２４０，８４３ ３３３，１０２

大学の資金
の流れ

資金期末残高 １，２４０，８４３ １，１５７，６５２ －８３１，１９１

国立大学法
人等業務実
施コスト計算
書

実施コスト ４，０８２，９８２ ３，８０６，１０６ －２７６，８７６

収 入 ４，７０１，０００ ４，６９１，３９５ －９，６０５

国民の皆様の
負担額

決算報告書 支 出 ４，３９２，０００ ４，４１２，２４７ ２０，２４７

収 支 ３０９，０００ ２７９，１４８ －２９，８５２

収入・支出
の状況

－２－
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貸 借 対 照 表 の 概 要

貸借対照表は，決算日（３月31日）における本学の全ての資産，負債，資本を記載することにより，本学の財政状態
を明らかにすることを目的としています。
平成19年度末時点において，運営費交付金債務等による負債約２７億２千万円と国からの出資等による約１３６億７

千５百万円の純資産から形成された土地 建物などの資産を使って教育研究の業務活動を行っていることがわかりま千５百万円の純資産から形成された土地,建物などの資産を使って教育研究の業務活動を行っていることがわかりま
す。

ただし，本表を作成する際には，収入の一部は一旦負債に計上された後に所定のルールに従い収益化されること。
減価償却の一部については，費用化を行わず,直接控除されていること等，国立大学法人特有の会計処理が行われて
います。

科 目
平成19年度 平成18年度

科 目
平成19年度 平成18年度

（H20 3 31) （H19 3 31） （H20 3 31) （H19 3 31）

（単位：千円）

（H20.3.31) （H19.3.31） （H20.3.31) （H19.3.31）

資産の部 負債の部 ２，７１９，２３６ ２，７８２，６７７

（固定資産） １５，１９４，０８６ １５，１９８，６１９ （固定負債） １，８７４，７４８ １，９１９，１７７

土 地 ７，３５４，０６４ ７，３５４，０６４ 資産見返負債 １，７６４，３４０ １，７４４，２１５

建物等 ５，６４０，０７４ ５，８９５，３４２ 長期未払金 １１０，４０７ １６７，０７４

機械備品 ３２４，８５１ ３９５，５０３ 長期寄附金債務 ０ ７，８８７

図書・美術品 １，５３６，７６６ １，５０７，４７７

その他 ３３８，３２７ ４６，２３２ （流動負債） ８４４，４８８ ８６３，５００

運営費交付金債務 ２０９，９８９ ３０８，１１２

（流動資産） １，２００，３２９ １，２７２，３５３ 寄附金債務 １５，０１７ ２１，４１７

現金・預金 １，１６８，６５２ １，２５１，８４３ 預り金 ２５，０６８ ２１，１９３

未収入金 １０，９９８ ９，８７０ 未払金 ５９３，９７５ ５０９，２９０

その他 ２０，６７９ １０，６３９ その他 ４３７ ３，４８４

純資産の部 １３，６７５，１７８ １３，６８８，２９５純資産 部

資本金 １４，５２５，４７５ １４，５２５，４７５

資本剰余金 △１，６７８，０６１ △１，４１１，２２０

利益剰余金 ８２７，７６４ ５７４，０４０

（目的積立金） ５２０，３９９ ３１７，３４７

（積立金） １５，７２０ １５，７２０

（当期未処分利益） ２９１，６４５ ２４０，９７２

資産 合計 １６，３９４，４１５ １６，４７０，９７２ 負債純資産合計 １６，３９４，４１５ １６，４７０，９７２

－３－



資産の部

Financial   report   2008

１６，３９４，４１５千円円（対前年度 ７６，５５７千円の減）

貸借対照表の概要

本学の資産の9割以上が土地，建物，機械設備等の有形固定資産で構成され，そのほとんどが
法人化の際に国から承継されたものです。

建物等の固定資産の減価償却により資産総額は減少しております。

15,194,086

1,200,329

平成19年度

単位：千円

15,198,619

966,733

1,272,353

平成18年度

流動資産

固定資産

15,123,494

586,123

966,733

平成16年度

平成17年度

15,755,396

0 5,000,000 10,000,000 15,000,000 20,000,000

－４－
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資産の概要

固定資産

土 地 ７，３５４，０６４千円 昨年度と同額

建物等 ５，６４０，０７４千円 255,268千円の減

（減価償却額の増）

体育館の耐震改修及び赤倉野外活動施設の浴室体育館の耐震改修及び赤倉野外活動施設の浴室

の増築を行ったことにより資産は増加したが，減価償

却額が上回ったため，期末に於ける残額は減少して

います。

本学は，上越市山屋敷地区，西城地区，本城地区及

び妙高市赤倉地区等に土地及び建物を所有しています。

山屋敷地区

主な部局等：本部事務局，学校教育学部，附属幼

稚園，学生宿舎等

土地・建物 ：土地 355,919㎡

建物延べ面積 67,764 ㎡

増設された赤倉野外活動施設浴室

（平成19年12月竣工）

西城地区

主な部局等：学校教育実践研究センター，附属小学校

土地：土地 36,372㎡

建物：建物 延べ面積 7,974㎡

本城地区本城地区

主な部局等：附属中学校

土地：土地 50,128㎡

建物：建物延べ面積 6,873㎡

その他地区（赤倉地区他）

主な部局等：赤倉野外活動施設，職員宿舎

土地：土地 18,087㎡,

建物：建物延べ面積 9,625㎡

－５－

耐震改修が完了した体育館



３２４，８５１千円 70,711千円の減

教育・研究等で使用する機械の取得や科学研

究費補助金による現物寄付などにより 事業運

機械・備品 ナレッジマネジメントシステム

導入により情報教育基盤の充実が図られた。

究費補助金による現物寄付などにより，事業運

営に必要な資産の更新に努めておりますが，減

価償却額が上回って増加したため，期末におけ

る残高は減少しております。

１，５３６，７６６千円 29,290千円の増

図書・美術品

蔵書数 約３２６千冊 ６千冊の増

２９８，４７６千円 298,476千円の増

長期的に支出予定のない学内余裕資金を有

効活用するため，国債による運用を行いました。

投資有価証券

流動資産

現金及び預金

大学会館食堂に設置された大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ

現金及び預金

１，１６８，６５２千円 83,191千円の減

未収学生納付金収入

１０，９９８千円 1,128千円の増

その他の流動資産

食堂テレビ

その他の流動資産

２０，６７８千円 10,040千円の増

－６－



負債の部
２，７１９，２３６千円
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1,874,748

844,488
平成19年度

流動負債

1,919,177

707,989

863,500

平成1 年度

平成18年度

固定負債

単位：千円

1,612,201

1,642,048

588,050
平成16年度

平成17年度

負債は，一年以内に支払時期が到来するかしないかで固定負債，流動負債に分類
するほか，将来的に支払義務を負う債務（借入金等）と支払義務のない会計的負債
（資産見返負債等）にも分類します。
経営上は 法律上の債務である借入金等の状況について常に把握する必要があり

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000

経営上は，法律上の債務である借入金等の状況について常に把握する必要があり
ます。

－７－
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負債の概要

本学における負債は，国立大学法人特有の損益均衡を目的とした会計処理の資産見返負債
が大部分となっています。

固定負債

資産見返負債 １，７６４，３４０千円 20,125千円の増

運営費交付金等で購入した固定資産の残存価格を負債とし
て計上したものです。（大学法人特有の会計処理となっています。）

長期未払金 １１０，４０７千円 56,667千円の減

長期寄附金債務 ０千円 7 887千円の減長期寄附金債務 ０千円 7,887千円の減

流動負債

運営費交付金債務 ２０９，９８９千円 98,122千円の減

国から交付を受けた運営費交付金は，一旦負債として計上し，教育研究等の実施状況に
応じ 収益化 ます （期間 進行 より収益化するも 費 発生と 時 行うも 成応じて収益化します。（期間の進行により収益化するもの，費用の発生と同時に行うもの，成
果に応じて収益化するものがあります。）

寄附金債務 １５，０１７千円 6,400千円の減

企業，財団等から寄付をいただいた寄附金の残高を表示しています。寄付の目的に従って
使用した後に費用進行基準により損益計算書の収益に計上します。

未払金 ５９３，９７５千円 3,875千円の増未払金 ５９３，９７５千円 3,875千円の増

年度末に請求に対する未払金で翌期に支払を行います。

預り金 ２５，０６８千円 3,874千円の増

未払費用等 ４３７千円 2,986千円の減

－８－



純資産の部
１３，６７５，１７８千円
（対前年度 １３，１１６千円の減）

貸借対照表の概要 Financial   report   2008

単位：千円

14,526,252 14,525,475 14,525,475 14,525,475

14,000,000

16,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

資本金

144 470 359 627 574,040 827,764
2,000,000

4,000,000

6,000,000

資本金

資本剰余金

利益剰余金

‐529,455
‐1,054,914

‐1,411,220 ‐1,678,061

144,470 359,627 ,

‐4,000,000

‐2,000,000

0

国から出資された土地，建物等の額からなる資本金，資本の増減取引によって
発生する資本剰余金と業務に関連して発生した利益からなる利益剰余金で校正さ
れています。
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純資産の概要

平成１６年度の法人化の際に，国から承継した資産と負債を差し引いた額からの資本金

のほかに，資本の増減取引により発生する資本剰余金及び業務の遂行上で生じた利益剰

余金から構成されています。

資本金資本金

政府出資金 １４，５２５，４７５千円 昨年度と同額

法人化にあたって国から出資を受けた資産から負債を差し引いた額を政府出資金とし
て計上しています。通常は資本金の減少はありません。

資本剰余金資本剰余金

資本剰余金 ３１１，６２４千円 40,440千円の増

損益外減価償却累計額 △１，９８９，６８５千円 307,281千円の減

固定資産を取得した際に，本学の財産的基礎を構成すると判断した場合に，その相当
額を資本剰余金として計上します。額を資本剰余 す。

増の要因としては，非償却資産の取得，施設費や目的積立金での資産の取得があり，
減の要因では，特定償却資産の減価償却相当額見合いがあります。

利益剰余金

目的積立金 ５２０，３９９千円 ２０３，０５２千円の増
積立金 １５，７２０千円 昨年度と同額
当期未処分利益 ２９１，６４５千円 ５０，６７３千円の増

発生した剰余金で，前年度からの目的積立金の残額，積立金，当期の未処分利益が
含まれます。
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損益計算書は，一会計期間における大学運営状況を明らかにするために作成される計算書で，当該期
間に属するすべての収益とこれに対応するすべての費用を記載し、それらの差額として当期純損益を明ら

Financial   report   2008
損 益 計 算 書 の 概 要

間に属するす ての収益とこれに対応するす ての費用を記載し、それらの差額として当期純損益を明ら
かにしています。費用の側には教育・研究等の業務別に，収益の側には運営費交付金，授業料等による
収益を財源別に掲載しています。

（単位：千円）

科 目 平成19年度 平成18年度 科 目
平成19年度
（H20.3.31)

平成18年度
（H19.3.31）

経常費用 ４，３６０，０４０ ４，１５３，１８６ 経常収益 ４，６２５，４４０ ４，３７３，９５９

教育経費 ７３６，２９９ ６４８，３４１
運営費交付金
収益

３，３３０，６１２ ３，１４７，５９７

研究経費 １３１，５９０ １０７，１８６
授業料・入学料
等収益

７８４，８６９ ８３２，７１５

教育研究支援
経費

１８８，７０７ １４２，２９４
受託研究等
収益

８２，９１２ ７９，８７８

受託研究費等 ８２，９１１ ７９，８７８ 寄附金収益 ２５，３１５ ２１，３８４

人件費（教員） ２，０９４，１２７ ２，０８７，７２４
補助金等収
益

３５，８９１ ４１，３５１

人件費
（役員，事務職
員）

９２２，９２２ ８９２，５６３ 施設費収益 ２０２，３７８ １１４，７２７

一般管理費 ２００，４６６ １９４，３２５
資産見返り
負債戻入

６３，２８０ ５３，０６４

その他 ３，０１４ ８７２ その他 １００，１７９ ８３，２３８その他 ， その他 １００，１７９ ８３，２３８

臨時損失 ０ ８，７４８ 臨時利益 ０ ７，８４６

当期総利益（総損
失）

２９１，６４５ ２４０，９７２
目的積立金
取崩額

２６，２４４ ２１，１００

千円以下切り捨てているため，合計は必ずしも一致しません。
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教育経費一般管理費
その他費用

0 0 %
雑 損
0 02%

経常費用・経常収益の構成内訳

教育経費
17.71%

研究経費
3.17%

教育研究支援経費

4 54%

一般管理費
4.60%

0.05%0.02%

一般管理費等
4.67％

4.54%

受託研究費等

1.99%

人件費

経常費用

業務費95.33％

施設費収益4.38％ 資産見返負債戻入 1.37%補助金等収益 0.78%

寄附金収益0 55%

その他2.17％

人件費

72.58％

経常収益

授業料・入学料等
16.97％

受託研究等収益
1.79%

寄附金収益0.55%

運営費交付金収益 72.01％
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経常費用・収益の概要

「経常費用」は、教育・研究・教育支援経費、人件費などの業務費と一般管理費、財務費用等

に区別して計上しております。業務費は教育経費が7億36百万円、研究経費1億31百万円、教

育支援経費1億88百万円などの物件費のほか、役員、教員、職員の人件費30億17百万円を含

めて合計で41億56百万円、一般管理費2億円、長期未払金（リース債務）の支払利息等の財務

費用2百万円などの総合計で43億60百万円となっております。 なお、費用の明細は「附属明細費用2百万円などの総合計で43億60百万円となっております。 なお、費用の明細は「附属明細

書(14)」を御参照願います。

「経常収益」は、運営費交付金収益33億30百万円、授業料収益等の学納金合計7億84百万円

のほか、受託研究や寄附金等の外部資金にかかる収益、減価償却に対応して負債からの戻入

による収益、職員宿舎や施設の貸付などの雑益により、合計で46億25百万円となっておりま

す この結果 経常費用との差引合計として 2億65百万円の「経常利益」を計上しましたす。この結果、経常費用との差引合計として、2億65百万円の「経常利益」を計上しました。

上記経常利益に教育研究環境整備の使途に充てた目的積立金の費用支出額を目的積立金

取崩額として26百万円を計上した結果、「当期総利益」は2億91百万円となっております。この当

期総利益のうち，現金の裏付けのある利益（約2億78百万円）については，文部科学大臣へ申

請・承認された場合に「目的積立金」として繰越使用が可能となり，現金の裏付けのない（約12

百万円）は「積立金」として整理されます。

－１３－



経 常 費 用 ４，３６０，０４０千円（対前年度 ２０６，８５４千円増）
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研究経費 １３１，５９０千円

（対前年度 ２４，４０４千円増）

教育経費 ７３６，２９９千円

（対前年度 ８７，９５８千円増）

学生等に対し行われる教育に要する経費が
対象であり，具体的には入学試験，奨学費
（授業料等の免除額に相当），

研究活動に要する経費です。

教員個人の研究活動のほかに，在外研

736,299
平成19年

度

131,590平成19年度

教育環境の整備費，維持費等が含まれます。

講義室の改修，体育館の改修，授業料免
除等が増えたことにより増加したものです。

究活動や地域連携活動に要した経費が含
まれます。

332,732

523,582

648,341

平成16年

度

平成17年

度

平成18年

度

単位：千円
91,538

114,273

107,186

平成16年度

平成17年度

平成18年度

単位：千円

0 500,000 1,000,000 0 50,000 100,000 150,000

大学教育改革支援プロジェクト（ＧＰ）等の採択（平成１９年度取組状況）

□特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）
「教職キャリア教育による実践的指導力の育成」（H17～20年度）

□専門職大学院等教育推進プログラム（専門職大学院ＧＰ）
「即応力を育成する教職大学院教育課程の構築」（H19～20年度）

□現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）
「教員養成のためのモジュール型コア教材開発」（H18～20年度）

（○東京学芸大学，福島大学，埼玉大学，上越教育大学，琉球大学との共同事業）

□大学教育の国際化推進プログラム（海外先進研究実践支援）（国際化ＧＰ）
「学校教育におけるジェロントロジー教育」（H19年度）

－１４－

□大学院教育改革支援プログラム（若手研究者養成費）
「学校教育実践学研究者・指導者の育成」(H19～21年度）

（○兵庫教育大学，上越教育大学，鳴門教育大学，岡山大学の共同事業）



教育研究支援経費 １８８，７０７千円

（対前年度 ４６，４１３千円増）
受託研究費等 ４，２７９千円

（対前年度 ３２１千円増）
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（対前年度 ， 千円増） （対前年度 ３２１千円増）

附属図書館，学校教育実践研究センター，

情報基盤センター（現情報メディア教育支援セ
ンター）等の教育研究支援組織の運営に要す
る経費です。

前年度より増加しているのは，減価償却費
が増加したことによるものです。

受託研究，受託事業の実施に要した経費
で，科学研究費補助金，寄附金は含まれ
ておりません

142,294

188,707

平成18年度

平成19年度

が増加したことによるものです。

79,878

82,911

平成18年度

平成19年度

150,000

170,367

0 100,000 200,000

平成16年度

平成17年度

73,891

70,141

60,000 70,000 80,000 90,000

平成16年度

平成17年度

受託研究・受託事業の状況

（受託研究）

□ 教員採用試験に於ける筆記試験問題の研究委託（民間）
□ 上越市早期療養システム構築業務（公共団体）□ 上越市早期療養システム構築業務（公共団体）

（受託事業）

□ 連合学校教育学研究科（国立大学法人兵庫教育大学）
□ 学校図書館司書教諭講習受託（文部科学省）
□ 幼稚園教員資格認定試験（文部科学省）
□ 小学校教員資格認定試験（文部科学省）

－１５－

□ 教育研修評価・改善システム開発事業（文部科学省）
□ 特別支援学校教員専門性向上事業（文部科学省）
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人件費 ３，０１７，０４９千円

（対前年度 ３６，７６２千円増）

一般管理費 ２００４６６千円

（対前年度 ６，１４１千円増）

役員報酬，・賞与，教職員への給

与・賞与・退職金，非常勤職員の給
与・手当，福利厚生等の経費が含

大学全体の管理を行うための経費及び
他の区分に属さない業務経費が含まれ
ております。

平成19年度 3,017,049

まれています。

平成19年度 200,466

消耗品費，修繕費，委託手数料等が増
加しました。

平成17年度

平成18年度 2,980,287

2,970,794
平成17年度

平成18年度 194,325

240,621

0 50,000 100,000150,000200,000

平成16年度 3,042,648

60,00065,00070,00075,00080,00085,000

平成16年度 391,464

単位：千円
単位：千円
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教育経費 ７３６，２９９，２５８円

教育に充当された経費

教育研究支援経費 １８８，７０７，９４３円

図書館，情報基盤センターなどの運営経費等
１，４５６，４７８円/1人

※ 附属学校園 園児 児童 生徒を除く

教職員人件費 １，０４７，０６３，５８８円

※ 教員人件費は2分の1を教育経費として計算

※学生数１，３５４人で按分

※ 附属学校園の園児・児童・生徒を除く。

－１７－



損益計算書の概要 Financial   report   2008

研究経費 １３１，５９０，９０７円

研究に充当された経費

教育研究支援経費 １８８，７０７，９４３円

図書館，情報基盤センターなどの運営経費等

１，６６８，２２３円

※教員（附属学校園を含む。）192人で按分
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財務指標
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事 項
平成１８年度

（％）
平成１９年度

（％）
増 減

流動比率＝（流動資産÷流動負債）

短期的な支払能力を表す指標
147.35% 142.14% △5.21

短期的な支払能力を表す指標 ﾎﾟｲﾝﾄ

自己資本率＝（自己資本÷（負債＋自己資本）

業務運営に必要な財源調達の安定性を表す
財務の健全性を判断する指標

83.17% 83.41% 0.24
ﾎﾟｲﾝﾄ

人件費比率＝（人件費÷業務費）人件費比率＝（人件費÷業務費）

業務の硬直度を表し，労働集約的な費用構
造にあるかを判断する指標

75.30% 72.58% △2.72
ﾎﾟｲﾝﾄ

一般管理費比率＝（一般管理費÷業務費）

管理運営の効率性を判断する指標
4.91% 4.82% △0.09

ﾎﾟ管理運営の効率性を判断する指標 ﾎﾟｲﾝﾄ

外部資金比率＝（受託研究等収益＋受託事業
等収益＋寄附金収益）÷経常収益

外部資金への依存度

2.31% 2.33% 0.02
ﾎﾟｲﾝﾄ

業務費対研究経費比率 （研究経費 業務業務費対研究経費比率＝（研究経費÷業務
費）

研究活動の活性度を表す指標

2.71% 3.17% 0.46
ﾎﾟｲﾝﾄ

業務費対研教育費比率＝（教育経費÷業務
費） 16.38% 17.71% 1.33

教育活動の活性度を表す指標 ﾎﾟｲﾝﾄ
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